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1. はじめに
昨年４月に社長に就任して、1年が経過しました。
同 時 に ス タ ー ト し た 中 期 経 営 計 画「HASEKO 

Evolution Plan」も、１年間の活動の結果が出ました。
先日の決算発表では、久々に「通信簿」を貰った心境でし
たが、計画初年度は「まずまずの滑り出し」と感じていま
す。ただし、先行きを考えるとますます身の引き締まる思
いです。

2025年度の長谷工グループの連結業績は、売上高は
前期比8.1%増の1兆2,731億円となり過去最高を更新
し、連結経常利益は当初想定を上回る941億円となりま
した。

中期経営計画2年目となる2026年度も、引き続き増収
増益を計画しています。連結経常利益は1,050億円を見
込んでおり、ROEは11.3％まで改善する予定です。

また、2025年度の1株当たりの年間配当金は、期初の
予定から5円増額の95円としました。2026年度はさら
に5円増額し、100円の予定としています。その結果、配
当性向は40.1％となる見込みです。

ここから、経営計画１年目の振り返りと将来への課題、
資本効率、市場環境認識と長谷工グループの強み、サス
テナビリティへの取組みなどを総括していきます。

2.  中期経営計画初年度の 
振り返りと課題

今回の中期経営計画から、長谷工グループのセグメン
ト分けを従来と変更し、３つのセグメント（建設関連事
業、不動産関連事業、管理運営事業）プラス１（海外事業）
としました。セグメント別に2025年度を振り返ると、今
後の課題は次のとおりと捉えています。

まず、建設関連事業については、主力の分譲マンション
工事受注において「量と質の確保」、すなわち「受注ボ
リュームと工事利益率の改善」が進みました。数年前か
ら営業・設計・建設の各部門が一体となって取り組んで
きた成果が、工事出来高とともに現れてきたと感じてい
ます。分譲マンション市場は成長分野とは言い難いです
が、シェアの拡大を図り、今後も引き続き「量と質の確保」
に取り組んでいきます。

一方で足元では、中東情勢に起因する資材の調達難と
高騰、以前から続く人手不足、またそれらによる建築費
高騰に伴う分譲マンション価格の高止まりや販売不調、
需要減退による着工見合わせなどといった懸念事項が
あります。それら一つひとつに創意工夫を持って対応し、
2026年度以降も予定通りの収益を確保できるよう努力
してまいります。

その一環として2025年10月、茨城県かすみがうら市
に最新鋭のPCa※床板製造設備ラインを導入した自社工
場（自社PCa工場）が本格稼働しました。これに代表され
るように、工業化やDXの活用による次世代生産システム
の構築や、顧客目線のリーズナブルな商品企画で逆境を
打破していきます。

その他の分野では、中期経営計画の課題である「施工
領域の拡大」において、数年前から注力してきたタワー
マンションの施工工事や賃貸マンション工事に引き続き、
建替・再開発の工事、寮・社宅の工事のボリュームが増え
てきました。また非住宅工事についても、データセンター
や冷凍冷蔵倉庫、直近では音楽大学付属高校の設計施工
などの社会インフラとして需要が拡大する領域で、着実
に収益へ結びつけていきたいと思っています。

また、戸建事業では、2025年にグループ入りした東海
圏の「ウッドフレンズ」、2020年にM&Aを実施した首都
圏の「細田工務店」と、デベロッパーである「長谷工ホー
ム」を2026年4月に事業再編し、「長谷工ホームホール
ディングス」を設立しました。戸建事業以外にも分譲マン
ションの共用部工事、木造賃貸レジデンス工事など、木

トップメッセージ

（株）長谷工コーポレーション
代表取締役社長
熊野 聡

※PCa（プレキャストコンクリート）：建物の構造体や部材などを専門工場であらかじめ製
造、現場に搬送し組み立てる工法。

中期経営計画2年目の飛躍で
グループの進化を加速する
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精度の高いプランを短期間で作
成し、土地情報と併せた「提案」営
業により高い収益性を実現する
独自のビジネスモデル

土地持ち込みによる特命受注

顧客をあらゆる側面から総合的にサポートし、事業間の相乗効果によりさらなる
競争力と利益を創出

協力会社組織「建栄会」と当社建設・設計・
技術推進部門が一体となった強固な品
質・コスト・安全管理体制

住まいと暮らしの創造企業 高品質なものづくり

土地情報収集力

グループの総合力 四位一体の生産体制

設計・監理

施工

近隣折衝
行政協議

新商品の開発・
サービスのご提案

顧客ニーズの
フィードバック

土
地

事
業
検
討

事
業
主（
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
）

エ
ン
ド
ユ
ー
ザ
ー（
購
入
者
、オ
ー
ナ
ー
、テ
ナ
ン
ト
、管
理
組
合
）

長谷工
コーポレーション

建設部門

長谷工
コーポレーション
技術推進部門

長谷工
コーポレーション

設計部門

建栄会・
安全協力会

品質向上
活動

分譲
戸建

販売・仲介

リフォーム

マンション
管理

シニア
関連

事
業
化
決
定

用地取得

仲介代行
取得

業務委託

設計契約

営業活動

請負契約

事業立案

土地情報
収集

土地情報

デベロッパー

ゼネコンゼネコン ゼネコン

競争入札発注

土地情報

デベロッパー デベロッパーデベロッパー

長谷工コーポレーション

特命受注方式 一般的な受注方式

建築プラン・事業収支プラン・
事業日程プラン

事業収支プラン

発注

特
命
受
注

コア
コンピタンス

建設関連事業
P39

不動産関連事業
P43

管理運営事業
P45

1,654億円
13％

管理運営事業

43億円
0.3％

海外事業
調整額：△907億円 2,932億円

23％

不動産関連事業

12,731億円 71％

建設関連事業売上高
9,009億円

年間施工戸数

10,961戸
施工シェア

首都圏 35.8% 近畿圏 18.4%

分譲マンション引渡戸数

2,062戸

累計施工戸数

728,627戸

マンション管理戸数

644,954戸
国内マンションストックの

約1割相当

業界を長年リードしてきた実績

海外事業
P47

強み

圧倒的な土地情報収集力と、分譲マンションを中心に川上から川下までを担う一貫体制により、高い競争力を確保しています。

四位一体の生産体制とグループの総合力を活かし、高品質なものづくりに加え、周辺領域への展開も着実に広がっています。

2026年3月期

セグメント別
売上構成比
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グループ事業
の展開

建設関連事業
マンション建設 大規模修繕・リフォーム 戸建分譲

不動産関連事業
マンション販売受託 マンション開発

海外事業
ハワイ ベトナム 米国本土

管理運営事業
分譲マンション管理 賃貸マンション管理 介護
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2025年度2020年度2010年度2000年度1990年度1980年度1970年度1959年度

売上高・従業員数の推移

■ 売上高  

 従業員数  

国内マンションストックのおよそ1割に相当

72万戸突破2025年

マンション施工累計戸数

1979年度
経常利益 205億円 

1959年度
経常利益 0.2億円 

1999年度
経常利益 61億円 

2025年度
経常利益（連結） 941億円 

2018年度
経常利益（連結） 1,004億円 

1981年より連結開示

1999年より連結開示

価値創造の歴史

長谷工グループの歴史は、自社第一号マンション建設への着手以来、常に社会環境の変化の一歩先を見据え、日本の都市にお

ける住宅基盤を構築してきた歩みです。今後も、時代ごとの社会課題や生活スタイルの変化を機会と捉え、住まいと暮らし全体

を一貫して担うビジネスモデルをさらに進化させていきます。

1937年 1960年代～ 1980年代～ 2000年代～

創業者・長谷川武彦が、兵庫県尼崎
市に「長谷川工務店」を創業。戦後は
学校建築などを多く手掛け、その後、
初の鉄筋コンクリート工事としてア
パート建築を受注し、躍進につながる。

高度成長期で人口が増加。1962年の「建
物の区分所有等に関する法律」の制定に
より分譲マンションという住宅形態が生
まれ、マンションの量的拡大が進んだ。

1968年には初の自社マンション建設に
着手。急成長の一方で、1973年に長谷
工独自のマンション標準設計・生産シス
テム「CONBUS（コンバス）」を開発。マン
ションの量的普及と居住水準の向上に寄
与し、今日までつながるビジネスモデルを
確立した。

生活様式の変化に伴い、ニーズも多様化。
住宅性能保証制度の導入や、阪神・淡路
大震災を契機とした安全意識の高まりを
背景に、マンションの基本性能が一層重
視されるようになった。

業界に先駆けて独自の「住宅性能表示
マーク」を導入し、基本性能の見える化に
取り組む。あわせて、規格化から多様化
へとマンション・商品をシフトするととも
に、マンション管理や受託販売、介護事業
を展開。住まいと暮らしを担う企業グルー
プへと進化した。

建築業界における耐震偽装問題などの
不祥事や、東日本大震災などの自然災害
の発生を背景に、コンプライアンスと安
全・安心が重要視される。

分譲マンションで日本初となる「長期優良
住宅」認定を取得し、施工会社として業界
標準を上回る独自の長期アフターサービ
スを提供。また、設計と施工部門がデー
タを共有する長谷工版BIMの本格活用
を開始し、効率化と高品質を両立する事
業モデルを確立した。

コロナ禍を経て、生活様式や働き方が大きく変化。インフレ経済への転換や地政学リスク
の高まり、労働力不足の顕在化、AIによる産業構造の変化など、社会情勢も激しく動いて
いる。気候変動をはじめとする環境との調和や、多様性の尊重にも対応しながら、持続可
能な成長を実現していくことが求められる。

ニーズ

長谷工の対応

ニーズ

長谷工の対応

ニーズ

長谷工の対応

ニーズ

気候変動対応方針を制定し、木造・木質化などカーボンニュートラル実現に向けた取組み
を本格化。また、マンション再生などで持続可能な社会と新しい価値の創造を進めた。
センサーやAIなどのICT技術やDXを通じて、さらなる品質向上、新たな価値提供とともに、
生産性向上に取り組む。
新たな収益の柱を模索し、米国などへ海外住宅開発投資を本格化。また、不動産分譲事業
などで中間持株会社を設置し、事業推進とガバナンス強化、経営効率向上を図り、事業拡大
に合わせた経営体制に進化。

長谷工の対応

「長谷川工務店」創業 マンション普及の時代 多様化と基本性能重視の時代 安全・安心重視の時代

2020年代～
持続可能性の時代

創業当時の社屋前に立つ、
長谷川武彦（創業者）

自社第一号マンション「芦屋松浜ハイツ」

当社初の超高層マンション
「アクロシティタワーズ」

創業80周年PJにて新設「長谷工テクニカルセンター・
長谷工マンションミュージアム」

「サステナブランシェ本行徳」
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ありたい姿

環境に配慮した、安全で安心な「住まい」と
豊かで快適な「暮らし」を国内外に提供し続ける。

持続的な
成長と進化

事業を通じた
社会課題の解決

ものづくり資本

積み上げた資本と実績

当社では、６つの資本の拡充、効率性の両面を追求していくことで、

コアコンピタンスをさらに強化し、建設関連事業、不動産関連事業、 

管理運営事業の3つの輪が重なりあった先に新たな事業や収益源の

確保、持続的成長、企業価値向上を目指していきます。 

自然資本

実績

強み
協力会社との強固な連携基盤に加え、
アフターサービスや会員基盤を通じ
て顧客との接点を着実に広げており、
住まいに関わる継続的な信頼関係が
厚みを増しています。

これまで築いてきた協力会社ネットワー
クと顧客接点を土台に、アフターサービ
スや会員基盤の活用を深めることで、見
守りや防災など暮らしを支える機能の充
実につなげていきます。

社会関係資本

協力会社組織「建栄会」 
住まいと暮らしに関する
快適性・施工精度向上のための
グループ全体でのPDCAサイクル
長谷工プレミアム
アフターサービス※

アウル24センター 警報
受信（対応）件数
ブランシエラクラブ会員数
災害に強いマンション
防災３点セット
スマート・ウォーター・タンクの採用

マンション再生による新しい価値創造
 （建て替え、再開発、大規模修繕）

これまで拡充してきた専門人材と、働き
やすい環境を土台に、多様な人材の活躍
の場を広げ、各事業の現場力や変化への
対応力をより高めていきます。

人的資本

実績

強み

従業員数
資格取得者数
一級建築士
1級建築施工管理技士
宅地建物取引士
管理業務主任者
PET検診受診率
受診2,144人／対象2,630人
対象年齢　45歳及び50～64歳
全額会社負担で実施
多様性
新卒採用における女性比率
女性管理職比率
外国人人材活用の推進
育児休業取得率（男性）
ホワイト500認定取得
くるみん認定取得
教育プラン
（ビジネスカレッジ／自己学習支援、DXアカデミー、
イノベーティブ人材育成、グローバル人材教育）

8,875
6,786

832
1,417
3,473
1,064
81.5

人
人
人
人
人
人
％

実績

強み

研究開発拠点や製造拠点の機能強化を
進めるとともに、各拠点の強みを活かし
た連携を深め、安定供給と品質向上を支
える体制の充実を図っていきます。

長谷工テクニカルセンター （東京都多摩市）
長谷工マンションミュージアム

（東京都多摩市)

プレゼンテーションスペースLIPS
 （東京都江東区及び大阪市中央区）

長谷工デジタルテクノロジーラボ
（東京都江東区）

HASEKO MIRAI BASEMENT
（大阪市中央区）

プレキャストコンクリート工場
（茨城県かすみがうら市）

竹チップ製造工場（予定） （千葉県成田市）
木材製造工場 （岐阜県美濃加茂市）

木材集成材製造・プレカット工場
（岐阜県養老郡）

パネル・木製サッシ製造工場
（岐阜県養老郡）

HSウッド・下地材製造工場（予定）
（奈良県五條市）

国内主要拠点 
グループ会社数

強み
木造化の推進をはじめ、設計・施工
の各段階で環境負荷低減を意識した
取組みが定着し、環境に配慮したも
のづくりが進められています。

これまで進めてきた木造化や環境配慮技
術を土台に、各事業での活用を広げなが
ら、設計・施工段階から環境負荷低減を
意識した取組みを重ねていきます。

知的資本
強み
技術開発の積み重ねにより、特許や
意匠などの知的財産の蓄積が進
み、設計・施工やサービスに活かさ
れる技術基盤が着実に強化されて
います。

これまで蓄積してきた知的財産を土台
に、技術開発と現場での活用の連動を高
め、設計・施工からサービスまで一貫した
価値提供の質を高めていきます。

知的資本充実のポイント

財務資本
強み
利益成長とともに自己資本の積み上
がりが進み、収益力の回復と資本効
率の向上が見られるなど、財務基盤
の安定性と成長性が着実に高まって
います。

収益力の向上を背景に、成長投資と財務
の健全性のバランスを意識した資本配分
を進め、資本効率のさらなる向上につな
げていきます。

財務資本充実のポイント自然資本充実のポイント

社会関係資本充実のポイント

育休取得率や女性管理職比率の向
上など、多様な人材が力を発揮でき
る環境づくりが進んでいます。専門
人材の蓄積も進み、組織基盤は着実
に厚みを増しています。

※各数値は2025年度、2026年3月末時点のもの
です（PET検診受診率のみ2024年度）。

国内主要拠点やグループ会社の拡
充に加え、研究・技術・製造機能の
整備が進み、設計から施工、供給ま
でを支える基盤が着実に広がってい
ます。

カ所
社

48
101

ものづくり資本充実のポイント人的資本充実のポイント

約 　　社300

33.0
11.5

76.8

％
％

％

実績
木造建築件数

（うち、戸建以外17棟）

ABINC認証取得件数
ZEHマンション
ZEH戸建

331棟

9
71
69

件
件
棟

億円
件
件
件
件

39   
345
248
94
3

実績
研究開発投資
保有知財件数
特許
意匠
実用新案
長谷工プレミアムアフターサービス

実績
総資産
経常利益
自己資本
親会社株主に帰属する
当期純利益
有利子負債
ROE
配当性向

億円
億円
億円
億円

億円
％
％

14,177
941

5,627
548

4,250
10

46.4

万戸

件

約　 　 万人

12.2

50,382

49.5

※長谷工プレミアムアフターサービスの累計採用
数は今回から算出基準を見直しています。
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成長戦略

価値創造プロセス

社会環境の変化に伴い、経営課題は多様化・高度化しています。当社

は独自性と成長戦略を掛け合わせることで、事業を通じた社会課題の

解決、持続的な成長と進化を遂げ、「住まい」と「暮らし」のリーディン

グカンパニーとしてありたい姿を目指し、永続的な企業価値向上を

図っていきます。

「住まい」と「暮らし」の
リーディングカンパニー

ありたい姿

環境に配慮した、安全で安心な「住まい」と
豊かで快適な「暮らし」を国内外に提供し続ける。

長谷工グループ理念

都市と人間の最適な生活環境を
創造し、社会に貢献する。

P25

経営重要課題
マテリアリティ

企業理念

持続的な
成長と進化

事業を通じた
社会課題の解決

中期経営計画

成長戦略

HASEKO 
Evolution Plan

P27

市場評価向上

ROE向上 非財務KPI

独自性
強み・勝ち筋

積み上げた資本と歴史

事業概要　　

策定・見直し

企業価値向上
（社会・経済価値拡大）

必要な資本へ投資

新たな社会課題

P15、P17

P19、P21

P37

国内人口減少

高齢化加速

都市化

ライフスタイル変化

「住まい」と「暮らし」を
取り巻く

社会環境の変化・課題

環境問題

脱炭素・生物多様性

地政学リスクの顕在化

テクノロジーの進化

災害の激甚化
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31/328/327/326/325/3

「HASEKO Evolution Plan」
2026年3月期～2031年3月期（6か年）

基本方針

連結経常利益

ROE

「住まい」と「暮らし」のリーディングカンパニーとして、
持続的な成長と企業価値向上を実現する。

834億円

1,050億円 1,000億円
以上

1,300億円
以上

941億円

6.6%

10.0%

13%程度

28/3期目標 1,000億円以上
31/3期目標 1,300億円以上
安定的に1,000億円以上を計上できる
収益基盤の確立

1
2
3
4
5

財務戦略
技術開発の強化
DXの加速
サステナビリティへの取組みの深化
コーポレート機能の強化

1
2
3
4
5

建設関連事業の更なる伸長と深化
不動産関連事業の拡充と質的向上
管理運営事業の成長
海外事業の収益化
新たな領域への挑戦

事業戦略 経営基盤強化

10%を上回る水準を維持し、
31/3期までに13％程度を目指す

投資計画

資本構成

株主還元

4,000億円程度

D/Eレシオ1.0倍以下を意識

6期合計の総還元性向50％程度
累進配当の実施
機動的な自己株式の取得

建設関連事業

土地情報収集力 四位一体の生産体制 グループの総合力

不動産関連事業

品質／安全／施工効率／工期／コスト競争力／提案・営業力／事業展開力

海外事業へ フード・アグリ スマートシティ

メタバース建材製造

ヘルスケア

管理運営事業

エリアごとに戦略と事業
性を見極め海外事業を
新たな収益の柱へ育成

新たな領域への挑戦

当社の強みをさらに伸ばす
コアコンピタンス

コア事業たる建設関連事業の収益の盤石化

事業間の
相乗効果

不動産関連事業と管理運営事業のさらなる成長

実績

10％

目標

持続的成長

予想

■経常利益 　　 ● ROE

事業環境の変化が続く中、中期経営計画のもとで各事業の基盤強化と収益力の回復に向けた施策を進めてきました。さらに、

技術開発やDXなど、成長に向けた取組みが始動しています。今後はこれらを着実に成果へと結びつけ、持続的な成長につな

げていきます。

計画数値の進捗について

初年度の2026年3月期は、売上高が1兆2,731億円と過

去最高を更新し、経常利益も941億円と計画を上回るなど、

順調な立ち上がりとなりました。建設関連事業における工

事量の積み上がりや利益率の向上によって収益力が回復

し、ROEも10.0％まで改善しました。2028年3月期の目

標である経常利益1,000億円以上の達成も、1年前倒しの達

成を見込んでいます。計画達成に向けて、今後は工事利益

率のさらなる改善や供給体制の強化などを通じて、収益基

盤の強化と資本効率の向上を図っていきます。

事業戦略の進捗について

1）建設関連事業のさらなる伸長と進化
工事利益率の早期回復と施工体制の維持・強化を推進す

るとともに、PCa工法の拡大や自社PCa工場の稼働、BIM・

DX活用、木質化の推進、データセンター建設など多様な建

築分野への展開を進めました。その結果、受注高は過去最

高を更新し、売上・営業利益ともに拡大しました。一方で、

施工人員の確保や現場の生産性向上には課題が残ってお

り、さらなる体制強化に取り組んでいきます。

2）不動産関連事業の拡充と質的向上
資本効率向上に向け、保有不動産の運用効率を高め、収

益規模の拡大を実現しました。リノベーションや仲介など

回転の速い事業の強化に加え、ポートフォリオの見直しや、

多様なニーズに応える開発、地方事業の選択と集中、DXの

活用などに取り組み、成長に向けた基盤を強化しました。

一方で、保有資産の回転率や案件の選別には、なお改善の

余地があり、引き続き効率化を進めていきます。

経常利益／ROEの推移

計画骨子

かすみがうらPCaセンター ブランシエスタ新丸子

中期経営計画「HASEKO Evolution Plan」
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調整額 △75
△61

26/3期

987

685

356

82

調整額 △50
△57

25/3期

847

563

326

65
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セグメント別売上高推移（億円） セグメント別営業利益推移（億円）

建設関連事業

不動産関連事業

管理運営事業

海外事業

調整額

26/3期
調整額 △907

43
12,731

9,009

2,932

1,654

1970 202420202010200019901980 （年）

25/3期

35
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8,417

2,527

1,520

11,774

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
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  ●　3大都市圏  　●　全国
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   ●　3大都市圏  　●　全国

事業概要

長谷工グループでは、事業を４つのセグメントに分類し、それぞれの戦略を推進するとともに、事業間の相乗効果を発揮するこ

とで、持続的な成長と企業価値の向上を目指しています。

・分譲マンションに関わる事業への依存 ・建設市場の動向 ・周辺住民との関係  ・建設事業における事故等
・取引先の信用リスク ・保有不動産 ・事業エリアの偏重 ・海外事業におけるリスク ・気候変動リスク　　　など

　長谷工グループの事業等のリスクについては、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項に

ついて記載しています。各リスクの詳細、及び、その他のリスク項目については当社ウェブサイトをご覧ください。　　　　　

全国分譲マンションストック数の推移（万戸） 

国内人口の見通し（2020年を100とした指数）３大都市圏における人口・世帯動向
　国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、日本全体
の人口は今後減少が見込まれる中でも、３大都市圏の減少幅
は比較的緩やかで、2040年には2020年比で約7％の減少に
とどまる見通しです。
　また世帯数は、単身化や小家族化を背景に、日本全体では
2035年頃まで緩やかに増加した後に減少へ転じる一方、３
大都市圏では2040年時点で2020年比約4％の増加が見込
まれています。

事業環境認識
　長谷工グループは、国内人口の減少を事業環境に関する中長期的なリスク要因と認識しています。一方で、主に事業を展開す
る３大都市圏においては、マンションに関連する需要は今後も継続し、市場シェアの拡大と新しい需要の創出により事業の拡大・
成長余地はあると見込んでいます。
　こうした認識のもと、国内マンション建設を中核に、非住宅分野や海外展開も進め、持続的な成長と企業価値の向上を目指します。

国内世帯数の見通し（2020年を100とした指数）生活様式と住まいに関する考え方の変化

　マンションでの生活には様々なメリット・デメリットがあり
ます。長谷工グループが主に事業を展開する都市圏におい
ては、通勤時間の短縮、共用施設や家事負担を軽減する設
備の充実、建物維持管理の負担軽減といった点に、より高
い価値が見出されていると考えています。
　また、防災・防犯での安心感も評価されており、今後もマン
ション居住を選好する需要は継続すると考えます。

　国内の分譲マンションストックの蓄積に伴い、管理・リ
フォーム・住替え等を通じて、快適な暮らしを維持・向上させ
るニーズは今後も拡大が見込まれます。また、マンションの
高経年化への対応も重要なテーマです。建て替えにおける合
意形成や長期にわたる事業期間といった課題はあるものの、
都市の生活基盤維持の観点から、その重要性は一層高まる
と考えられます。

住宅ストックの拡大と新たな事業機会

長谷工グループの事業環境に関する中長期見通し

事業等のリスク

首都圏、近畿圏、東海圏の３大都市圏を中心に、マンションな
どの企画・設計から施工までを一貫して手掛ける総合建設業
を展開しています。一貫体制による高品質な建物を提供し、
マンション施工においてトップの豊富な実績を誇ります。子会
社では戸建の施工・分譲のほか、マンションの資産価値や安全
性の維持・向上に資する大規模修繕工事も展開し、グループと
して様々なかたちで安全で安心な住まいを提供しています。

建設関連事業
事業戦略はP39

建設関連事業で培ったデータやノウハウを活かし、3大都市圏
をはじめ全国でマンション開発事業を展開しています。分譲マン
ションに加え、賃貸マンションや冷凍冷蔵倉庫などの収益不動
産の開発、リノベーション事業など、多様な不動産ソリュー
ションを提供しています。さらに、新築マンションの販売受託や
既存物件の仲介などの流通事業も展開し、豊かで快適な住まい
と暮らしの実現に貢献しています。

不動産関連事業
事業戦略はP43

仮

建設関連事業、不動産関連事業を通じて積み上げたマンション
ストックを活かし、分譲・賃貸マンション、社宅などの管理事業
を展開しています。高品質なプロパティマネジメントの提供を通
じて、住む人の快適な暮らしを支えています。また、有料老人
ホームの運営事業も行い、人の一生に寄り添った豊かな暮らし
を提供しています。さらに、不動産の広告代理や販売促進の企
画立案など、幅広いサービスを提供しています。

管理運営事業
事業戦略はP45

将来の国内マーケットの縮小を見据え、各国の住宅事情に応じ
た事業を展開しています。米国本土や英国・豪州では、賃貸住
宅やシニア住宅の開発・投資を推進しています。ベトナムでは
ローカルゼネコンと提携し、サービスアパートメントの施工や運
営を行っています。また、1980年代からハワイ・オアフ島におい
て、リゾート住宅の開発を中心とした大型複合開発事業を行っ
ています。

海外事業
事業戦略はP47

詳細はWebへ

※2023年推計　出生中位・死亡中位仮定をもとに算出
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（都道府県・市町

村）令和5（2023）年推計」をもとに（株）長谷工コーポレーションにて作成

※2024年推計
資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）令

和6（2024）年推計」をもとに（株）長谷工コーポレーションにて作成

資料：国土交通省「分譲マンションストック数の推移　2024（令和6）年末現在」を
もとに（株）長谷工コーポレーションにて作成
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建設関連事業

事業概況

事業の位置づけ
建設関連事業の目的は、環境に配慮した安全で安心な「住

まい」をつくることです。当社は、3大都市圏を中心に、マン

ション等の企画・設計から施工までを一貫して手掛ける独

自のビジネスモデルを発展させ、国内トップの実績を築い

てきました。

当事業はグループの中核事業であり、他事業への展開の

起点として、グループの持続的な成長と企業価値創造を支

えています。

ビジネスモデルと強み
当社は一般のゼネコンとは異なり、用地情報の収集や事

業計画の立案などの機能も有しています。土地情報を最適

な事業計画とともに事業者へ提案する「土地持ち込みによ

る特命受注」方式が強みです。

また、豊富な施工実績に加え、販売・管理・修繕などの顧

客ニーズ情報を活かし、アフタークレームの少ない高品質

な住宅を提供できる体制を、グループと協力会社が一体と

なって構築していることも特長です。

多様な分野への挑戦
社会環境の変化や顧客ニーズの多様化への対応を重要な

経営課題と位置づけ、多様な建築分野への展開を進めてい

ます。

長年培ってきた技術力と豊富な実績を活かし、戸建住宅、

ホテル、高齢者施設、データセンター、物流施設などへ事業

領域を拡大しています。

特に、木質化については、（株）ウッドフレンズの製材技

術と（株）細田工務店の木造施工実績を連携させ、両社が蓄

積した木造建築技術を応用することで、環境負荷の低減と

ともに、付加価値の高い住まいの提供を目指しています。

2025年度の実績
2025年度は中期経営計画「HASEKO Evolution Plan」

の初年度として、工事利益率の早期回復と施工体制の維持・

強化を重点課題に据えました。プレキャストコンクリート

（PCa）工法の拡大、自社PCa工場の運用開始、BIM・DX活

用の推進、内勤部署による現場支援の拡充などを通じて、

持続的な生産体制の構築を進めました。

その結果、民間分譲マンションを中心に、当社単体受注

高は7,267億円と過去最高となりました。首都圏では65物

件・12,154戸、関西東海圏では27物件・4,831戸、合計92物

件・16,985戸の分譲マンションを竣工しました。

また、完成工事高の増加に加え、施工効率化などによる

工事利益率の改善も進み、セグメント売上高、営業利益と

もに拡大しました。

特命受注比率、設計施工比率推移
■特命受注比率　■設計施工比率
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重点課題

価格高騰などによる需要の変化への対応、受注環境
当社は「土地持ち込みによる特命受注」という独自のビジ

ネスモデルを展開しており、高精度な見積力を基盤とした

企画提案力を競争優位の源泉の一つとしています。

インフレ基調への転換に加え、海外情勢や為替変動の不

確実性などを背景に、建設資材価格は当面高止まりすると

見込まれます。そのため、建設コストの上昇が販売価格へ

与える影響を適切にコントロールし、需要の維持・確保を

図ることが重要な課題です。

このような環境に対応するため、建設資材価格の上昇分

をすべて販売価格に転嫁するのではなく、1住戸当たりの

専有面積の最適化など商品設計の工夫を通じて、顧客の購

買可能性に配慮した価格水準を実現し、適切な事業プラン

の企画・提案を推進しています。

また、建設資材価格の変動リスクに対しては、受注見通

しや市況動向を踏まえた計画的な資材調達などを通じて、

コストマネジメントの高度化に取り組んでいます。

今後も様々な環境変化に対応しながら、安定的な受注と

利益の確保を目指していきます。

持続的な生産体制の構築
社会環境の変化や労働力不足の深刻化を踏まえ、持続的

な生産体制の構築に取り組んでいます。

PCa工法やユニット化工法を始めとする工業化工法をさ

らに推進し、施工の標準化・省人化を図ることで、品質と安

全性を両立しながら生産性向上に取り組んでいます。また、

DXを推進し、着工前の施工検討の充実を図ることで、現場

負荷の軽減と安定的な供給体制の確立を進めています。

加えて、多能工化の推進や教育体制の整備、外国人労働

者の受入れ体制の強化を進め、多様な人材が安全かつ安心

して働ける環境づくりを推進しています。さらに、働き方

改革の一環として４週８閉所の定着を図り、持続可能な労

働環境の実現を目指しています。

サプライチェーンにおいても、協力会社とのパートナー

シップを重視し、人権尊重や適正な労働環境の確保を含む

調達ガイドラインを徹底することで、責任ある調達活動を

推進しています。これらの取組みを通じて、当社は社会的

責任を果たしながら、安定した生産基盤の強化と企業価値

の向上を図ります。

高い品質と生産性の両立
マンションは暮らしを支える社会基盤であり、設計、施

工、維持管理、修繕にわたる建物のライフサイクル全体を

通じて、一貫した品質確保と価値創出が求められます。

当社は高品質な住まいを効率的かつ安定的に提供するだ

けでなく、住まいの価値を向上することを生産性の対象と

捉え、競争力の源泉となる重要な課題と位置づけています。

施工面では、協力会社で組織する建栄会と連携し、工程

管理の高度化や、安全で整然とした施工環境の徹底、工業

化製品の活用拡大に取り組んでいます。さらに、自社PCa

工場の活用による品質の均質化と省力化、木質化の推進に

よる意匠性・居住性の向上など、多様な技術を組み合わせ

ることで、効率性と付加価値の創出を両立しています。

また、設計と施工の連携においても、長谷工版BIMや

ICT技術を活用し、設計精度の向上や手戻りの削減ととも

に、安定して品質を担保する仕組みを構築しています。加

えて、長谷工プレミアムアフターサービスなどを通じて蓄

積した知見を設計・施工段階へフィードバックし、継続的

分譲マンション建設を軸に、企画・設計か
ら施工までを一貫して手掛けます。独自
のビジネスモデルを強みとし、ライフスタ
イルの多様化や社会環境の変化に対応し
ながら、高い品質と安全を実現するととも
に、住まいの価値向上を図り、最適な生
活環境の創造を目指します。

セグメント売上高 
9,009 億円

セグメント営業利益 

685 億円

セグメント資産 

4,013 億円

従業員数 

4,124 人

● 都市のコンパクト化
● �マンションの高経年化に対する再生への取

組み
● レジリエントな住まいと街づくりへの取組み
● 住まい・暮らしの新しいニーズへの対応
● �工業化・ＤＸによる労務不足の解消・工期遅

延回避
● �気候変動対応に伴う新たな機会創出（損失

の回避）

● �国内人口減少による新築需要減少、働き手
不足

● 土地価格高騰による購買意欲の減退
● 世界情勢不安による資材調達環境の悪化
● 建設資材・労務費などの高騰、高止まり
● 建築、労働衛生、環境などの関連法案変更
● 為替変動

機会リスク

2026年3月期の業績 リスクと機会
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不動産関連事業

事業トピック

地方都市における事業展開
マンション分譲事業の展開エリアは3大都市圏にとどま

らず、北海道、東北、北陸、中四国、九州、沖縄の41都道府県

に拡大し、分譲実績は32都道府県にまで広がっています。

一方で、建築費高騰などを踏まえ、地方都市における事

業については、価格転嫁が可能なエリアに選択と集中を進

める方針です。事業プランを慎重に策定する一方、長谷工

アーベストによる顧客ニーズの把握や、長谷工インテック

によるインテリアの付加価値を高める提案など、グループ

総合力を発揮し、高品質な供給を維持していきます。

デベロッパー事業における差別化
変化の速い不動産市場で持続的に成長するために、ファミ

リー分譲マンションにとどまらず、富裕層向けマンションや

リゾート系コンドミニアムの開発にも注力していきます。

また、BIMデータを活用し、住戸の間取りをWeb上のメタ

バース空間に再現することで、ご契約者様が自宅にいながら

家具選びを行える「メタバース家具コーディネートサービ

ス」を提供するなど、独自のDX施策を通じて、競争力強化や

生産性向上にも取り組んでいます。

事業概況

マンション販売は堅調に推移
分譲マンションの販売単価上昇は続いたものの、雇用・

所得環境の改善や金利・物価の先高観など住宅取得を後押

しする環境が継続したことを背景に、マンション販売市場

は堅調に推移しました。

当社グループでは、建設関連事業・管理運営事業を通じ

て長年培ってきた土地情報収集力や開発力、豊富なノウハ

ウ、グループ連携力といった強みを活かし、個人向け分譲

マンションや、投資家向け賃貸マンションの開発を推進し

ています。さらに、既存住宅の仲介事業や、既存住宅に付加

価値を付けて販売するリノベーション事業についても取扱

い戸数を着実に積み上げ、多様化する住まい方のニーズに

対応した事業を展開しています。

中期経営計画「HASEKO Evolution Plan」では、資本効

率を重視し、収益性及び回転率の向上に注力しています。

計画初年度であった2025年度においても、この方針のも

と収益規模の拡大を実現しました。今後も、持続的な成長

に向けた積極的な投資を継続していきます。

マンション分譲売上高・新築売上戸数の推移
■売上高　   新築売上戸数
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重点課題

資本効率向上の進捗と取組み
資本効率の向上に向けた取組みとして、2025年度は収

益性と回転率の向上に注力しました。アセットマネジメン

ト事業の体制強化を進めており、収益不動産などの売却に

よる売上高も着実に拡大しています。今後も保有物件を停

滞させないことを念頭に、効率的な資産運用を推進してい

きます。さらに、今後はリノベーション事業や仲介事業な

ど、回転率の高い事業の拡充を図るとともに、不動産ポー

トフォリオの最適化を通じた資産価値の質的向上を目指し

ていきます。

また、豊富な土地情報を有する当社グループは、それぞれ

の不動産価値を最大限に引き出す開発力の強化を、不動産

関連事業における重要課題の一つとして認識しています。

日々変化する顧客ニーズに応えるべく、富裕層向けマン

ションシリーズをはじめ、物流施設、冷凍冷蔵倉庫、データ

センター、戸建住宅

など、開発メニュー

の拡充に継続的に取

り組んでいます。加

えて、多様なライフ

スタイルに対応する

コンセプト型賃貸

マンションなど、自

社開発ならではの先

進的な取組みにも引

き続き挑戦していき

ます。

住まいの供給・開発・保有及びそれに付随
する事業を展開し、建設関連事業及び管
理運営事業との相乗効果で価値を最大化
することを目指します。
資本効率を念頭に置き、収益性と回転性
の向上に注力し、多彩な事業を展開して
います。

セグメント売上高 
2,932 億円

セグメント営業利益 

356 億円

セグメント資産 

6,339 億円

従業員数 

1,487 人

● 雇用、所得環境の改善
● �住まい方の多様化とリフォームや既存流通

市場の拡大
● 地方主要都市への事業展開
● 私募リート活用による事業機会の増大
● 建て替え適齢期のマンションの増加

● �新築マンション需要の減少
● 用地取得の競争激化や、土地価格の高騰
● �開発期間の長期化、開発期間中の急激な物

価上昇
● 金融資本市場の変動、金利上昇

機会リスク

2026年3月期の業績 リスクと機会

「ルネタワー八王子」（2028年竣工予定）
新築分譲マンション「ルネタワー八王子」は、法人所有地

における事業者選定コンペ案件として、グループ一体と

なって参画したプロジェクトです。デベロッパー、販売、管

理、賃貸など、グループ各社の多様な専門的知見を魅力的

な提案に統合したことが評価され、事業者として選定され

ました。

本物件は、免震構造の地上32階建て、総戸数499戸の

大規模物件です。30㎡台から120㎡台までの多彩なプラン

を備え、⾧期優良住宅認定とZEH-M Oriented認証の取

得を予定しています。また、コンシェルジュサービスやスカ

イラウンジなど、タワーマンションならではの共用施設・

サービスを充実させています。

ブランシエスタ新丸子

展開エリア

●北海道

●宮城

●福島

●栃木

●茨城

●千葉●神奈川
●静岡

●福井

●愛知
●滋賀

●三重
●奈良

●和歌山

●大阪

●京都
●兵庫●岡山

●広島
山口

●愛媛

●沖縄

●鹿児島
●宮崎

●熊本

●大分

●福岡
佐賀

●長崎

●徳島
●香川

高知

長野

富山

岐阜

石川

山梨 ●東京
●埼玉

●群馬

新潟

●：長谷工不動産ホールディングスの分譲実績エリア（2026年3月時点）
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事業トピック

管理運営事業

事業概況

管理運営事業の目的は、既存の住宅市場を中心に、お客

様の豊かで快適な「暮らし」を創造することです。長谷工

コーポレーションから「暮らし」をつくる機能を分化するか

たちでグループ企業が生まれ、現在は、分譲マンション、賃

貸マンション、社宅などの管理に加え、有料老人ホームの

運営や、グループをサポートするサービス提供まで、事業

内容は多岐にわたります。

分譲マンション管理戸数、賃貸マンション管理戸数など

のストックが着実に増加していることを背景に、セグメン

ト売上高は成長が続いています。また、2025年度はシニア

事業の損益改善が進んだことにより、セグメント営業利益

も大きく増加しました。

今後も、ストックの着実な積み上げによる事業基盤の拡

充を図る一方で、デジタル活用などによる効率的な運営や、

新たな付加価値・サービスの提供を通じて、安定的かつ資

本効率の高い利益を創出し、グループの企業価値向上に貢

献します。

マンション管理戸数の推移
■分譲マンション　■賃貸マンション

(戸)

22 /3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

419,060 427,900 436,798 443,331 448,076

116,554 120,148 125,171 127,523 128,558128,558

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

重点課題

ストックの積み上げと効率化
国内マンションストックや高齢人口の増加を背景に、ス

トックのさらなる積み上げを図ります。

また、高経年化するマンションの点検業務や設備更新・補修

などの関連工事の増加、管理組合役員のなり手不足や外部管

理者方式の普及など、新たな課題やニーズも発生しています。

一方で、労働力不足や人件費・物価上昇によるコスト増

加が利益を圧迫する懸念も高まっています。これらの課題

に対し、採算管理を徹底するとともに、様々な効率化施策

やサービスの提供を通じて、利益の確保に努めます。また、

「素敵ネット」の機能拡充や「smooth-e（スムージー）」の

展開により、居住者接点の拡充と深化を図り、顧客満足度

の向上と同時に、効率的な運営と従業員の負担軽減を図り

ます。

素敵ネット
マンション専用ポータルサイトです。マンション生活の利

便性向上と居住者・管理組合・管理会社のコミュニケー

ション促進を図っています。

smooth-e（スムージー）
外部管理者方式とアプリ活

用による管理受託サービス

です。居住者のアイデア投稿

や検討機能をもとに、長谷

工のアイデアも加えながら

意思決定を支援しています。

グループの総合力を活かして成長し、お
客様の豊かで快適な「暮らし」をサポート
します。
グループ内バリューチェーンを活かし、選
ばれるサービスを提供することで、安定
的な収益基盤の確立と新たな価値の創造
を目指します。

セグメント売上高 
1,654 億円

セグメント営業利益 

82 億円

セグメント資産 

1,615 億円

従業員数 

3,183 人

● �国内マンションストックの増加に伴う、 
事業機会の拡大

● �情報通信技術の進化による、 
顧客や居住者との接点構築や利便性向上

● �LIM（Living Information Modeling） 
データと先進技術の活用・DXによる 
抜本的生産性改革

● �グループ内バリューチェーン強化ならびに 
エリア拡大による事業機会の獲得

● �労働力不足の深刻化と人件費、物価の高騰
● �競合が多く厳しい競争環境
● �インフレによる消費者マインドの変化

機会リスク

2026年3月期の業績 リスクと機会

2021年にシニア事業の3社を統合した（株）長谷工シニ

アウェルデザインが発足して以降、介護に関する業務や入

居者へのサービスの目指す姿の整理とデジタル機器導入

などの取組みを段階的に進めてきました。

夜間巡回や介護記録の入力など、介護に直接関わる業

務のみならず、立替精算や勤務シフト作成などの付随業務

も施策の対象としました。また、現場単位での効率化に加

え、本社集約による全体最適化を進め、業務体制全体の再

構築を実行しました。

施策を導入した事業所では、導入前と比較すると、サー

ビスに対する入居者の否定的評価の割合は減少し、顧客

体験の毀損が見られない一方、従業員の業務時間は約3％

減少し、業務満足度は約40％向上しました。財務面でも、

売上の増加を伴いながら人件費比率は約8pt低下して収

益性向上につながるなど、財務・非財務の両面で成果が現

れています。

デジタル機器の導入を媒体として、業務やサービスの在

り方を見直す過程で、施策の遂行を経営の最優先課題とし

て位置づけ、経営陣から従業員への意義づけを丁寧に行

い、一体感を醸成しつつ進めました。さらに、従業員同士

が連携して入居者への説明などを丁寧に行い、段階的かつ

円滑に進めたことが、成果につながった重要な要因と考え

ています。

smooth-e（スムージー）

DXの取組みに関するマイルストーン

シニア事業の3社統合

ほのぼのNEXT導入完了

ライフレンズ導入完了

DX評価の経営報告

業務・サービスの
目指す姿・方向性整理

新業務・システム移行に向けた準備
（ベンダ選定・開発など）

デジタル機器導入
オペレーション変更

業務・サービスの
目指す姿・方向性整理

●

 

●

●

●

●

●

2021

 

2022

2023

2024

2025

2026

シニアサービスのDXを通じた効率化
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事業トピック

海外事業

事業概況

海外事業の基本方針
海外事業は、大きく3つの事業で構成しています。2019

年に開始した米国本土を中心とする先進国での不動産開発

事業、ベトナムでの建設事業を中心としたマンション関連

事業、そして1989年から手掛けるハワイ・オアフ島での大

規模複合開発プロジェクトです。

米国本土における不動産開発事業は、先行投資段階にあ

り、2027年度から本格的な投資回収を見込んでいます。ま

た、段階的にアセットライトなビジネスモデルへの移行を

進め、資金効率の向上とリスク分散を図りながら、安定的

かつ持続的な収益基盤の確立を目指します。

ハワイでは、「エヴァ計画」の完結に向けて、商業施設の

活性化を図りながら、周辺用地の開発及び売却を進めてい

ます。

海外事業セグメントでは損失計上が続いていますが、主

な要因は、ハワイにおける事業赤字及び事業完結に向けた

評価損によるものです。

重点課題

米国本土事業の進捗状況
中期経営計画「HASEKO Evolution Plan」の事業戦略

として、米国本土を含む海外事業投資を進めています。

2025年度末の投資残高は856億円となりました。

米国本土の賃貸住宅開発事業では、開発着手済みの案件

は計画通り進捗しており、安定稼働後の売却を通じて投資

回収を進める予定です。

上記方針に沿った事業プラットフォームとして、2026

年4月に、賃貸集合住宅の開発・建設事業を手掛けるTRG 

Holdings, LLC.の持分30％を取得しました。

今後は、TRG社との協業を通じて、賃貸集合住宅の設計・

施工に関する技術ノウハウや品質管理手法の共有を図り、互

いに活用可能な領域を拡大していきます。これにより事業

シナジーを創出し、中長期的な企業価値向上を目指します。

ハワイ事業の進捗状況
オアフ島西部で手掛ける大規模複合開発「エヴァ計画」の

完結に向け、各施策を推進しています。

これまで約4,000戸の住宅のほか、人工ラグーンや商業

施設「Wai Kai（ワイカイ）」などを開発してきました。現在

は、実需住宅分譲の最終フェーズとなる「Kekainani（ケカ

イナニ）プロジェクト」全32邸を販売しており、2026年度

より順次引渡しを予定しています。

現在は、①商業施設「Wai Kai（ワイカイ）」のさらなる活

性化、②ホテル用地の売却（第三者資本によるホテル開発

の実現）、③残る商業用地の売却（第三者資本による商業

施設開発の実現）、④リゾート住宅用地（コンドミニアム・

タウンハウスなど）の開発の4つのテーマに取り組んでい

ます。

2025年度にはホテル用地について棚卸資産評価損を計

上し、売却に向けた取組みを進めています。

その他海外事業の進捗状況
現在、既進出先である米国及びベトナムを中心に事業を

展開しており、米国本土に加え、ポートフォリオの分散を

目的に、市場規模、成長性、ビジネス環境の透明性などに鑑

み、英国と豪州での事業に着手しました。英国では、2025

年に開設したロンドン事務所を拠点に、賃貸住宅開発事業

やファンド投資事業を展開しています。

豪州では、メルボルンにおける賃貸住宅開発事業に参画

しており、当該案件の進捗を踏まえながら、今後の事業機

会を検討していきます。

将来に向けた重要な収益基盤の確立と、
事業ポートフォリオの多様化によるリスク
分散に向け、海外での事業展開を推進し
ています。米国本土を中心に、各国・地域
の市場環境に合わせて、当社の強みを活
かした最適な分野への展開を検討してい
ます。

セグメント売上高 
43 億円

セグメント営業利益 

-61 億円

セグメント資産 

1,585 億円

従業員数 

81 人

米国本土
● �賃貸住宅市場の堅調な需要継続
● �人口増加による中長期的な住宅需要の 

安定性

ベトナム
● �住宅市場の回復による工事需要増加
● �当社の施工・品質・管理ノウハウの 

競争優位性

● �カントリーリスク（政治、社会情勢の変化）
● �海外高金利政策による不動産市況の低迷
● �関税強化、地政学リスク顕在化による 

世界経済失速懸念
● �為替リスク

機会リスク

2026年3月期の業績 リスクと機会

ロンドンに現地法人設立
ポートフォリオの分散を目的に、米国本土以外での不動産開発事業の拡大を進めており、2018年より英国不動産投資事

業に参画しています。その一環として、2025年10月に英国ロンドンにHASEKO UK LIMITEDを設立しました。これを契機

に、現地マーケットへの理解をより一層深め、将来的な事業基盤の確立や拠点機能の強化に向けた取組みを進めていきます。

米国本土の不動産デベロッパーに経営参画
2026年4月に TRG社の子会社を通じて、米国本土での不動産開発事業に参入します。

同社は、テキサス州を中心とするサンベルト地域で数多くの賃貸集合住宅開発を手掛

け、土地取得から許認可取得、建設、アセットマネジメントまで賃貸集合住宅事業に必要

な一連の機能を備えており、当社グループ事業との高い親和性を有しています。

両社の強みを融合したシナジーを創出し、「全米Top10」のマルチファミリー（賃貸集合

住宅）デベロッパーを目指します。 Aura Crown Heights テキサス州ルイスビル

海外事業の歩み

ベトナム 

1973 1989 2012 2017 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

ハワイ 

米国本土 

英国 

豪州 

50年の実績のある「総合デベロッパー」
としての地位確立 

LP投資での経験を活かし、GP事業への
進出を目指す 

日本での事業同様、マンション事業に関する
あらゆる切り口からの収益化を目指す 

収益機会の拡大とリスク分散を目的に
英国及び豪州へ展開 

ハワイ現地
法人の設立 

分譲マンションCT2の着工 

ロンドン
現地法人の設立 

商業施設
Wai Kaiの開業  エヴァ地区の

 大規模複合開発の開始 

シニア住宅施設に事業参画 
米国本土での事業開始 

カリフォルニア州 
アーバインにHNA設立  

ベトナムの建設会社
ECOBA社への出資     

ベトナム駐在員 
事務所設立 

サービスアパートメント　
THE AUTHENTICの竣工  

英国不動産投資 
ファンドへの出資   

メルボルンでの 
賃貸住宅PJ参画    

日系企業米国子会社との 
賃貸住宅PJ参画    

ローカル企業との 
賃貸住宅PJ取組み開始   
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企業理念

都市と人間の最適な生活環境を
創造し、社会に貢献する。

大切な暮らしを、
もっと、ずっと。
私たちは、一人ひとりの暮らしに寄り添い、
よりよい毎日を創っていきます。
未来を想うまちづくりに、人びとと共に挑戦していきます。

「4つのテーマ」における
重要課題として位置づけ
活動促進

ビジョン達成に向け活動事業活動を通じた価値創造領域

6つのマテリアリティと20の取組み課題

サステナビリティ
ビジョン

住んでいたい
空間

働いていたい
場所

大切にしたい
風景

信頼される
組織風土

P26

サステナビリティ経営への基本姿勢

2025年4月にスタートした中期経営計画「HASEKO 

Evolution Plan」（2025年度～2030年度）は、サステナビ

リティ経営を価値創造の中核に位置づけています。

当社は、「都市と人間の最適な生活環境を創造し、社会に

貢献する。」という企業理念と、その実現に向けたサステナビ

リティビジョンのもと、『「住まい」と「暮らし」のリーディン

グカンパニー』として、暮らしを取り巻く社会課題を事業に

よって解決していくことを目指しています。「HASEKO 

Evolution Plan」では、「継承×変革→進化」を目指す方向

性として掲げており、2年目に入った今、サステナビリティ

経営の「進化」と「深化」を次の段階へと進めていきます。

「HASEKO Evolution Plan」初年度の進捗

初年度に重点を置いたのは、サステナビリティ推進体制

の再構築と情報発信・開示の強化です。その一環として、経

営層のコミットメントを高めるため、2025年度から役員

の業績連動報酬（株式報酬）の算定式に、非財務指標と資本

効率性指標を反映する「企業価値向上係数」を組み込んでい

ます（➡P71）。さらに、2026年4月には統合開示推進室を

新設し、サステナビリティ推進担当役員である私が一元的

に管掌する体制を整えました。グループ各社・各部門との

連携を深め、非財務KPIのモニタリングと進捗管理の強化

に取り組んでいます。

統合開示推進室の発足は、SSBJ基準の適用※に向けた開

示体制の高度化と、財務・非財務情報の統合的な発信力強

化を目的とするものです。環境関連情報はTCFD・TNFD

両提言に沿った開示を継続し、SBT認定下でのCO2排出量

削減を進めてきました。人的資本、人権、サプライチェーン

に関する主要KPIは概ね計画通りに進捗していますが、

Scope3を含むCO2排出量削減は中長期的な重要課題であ

り、サプライチェーン全体での取組みを引き続き強化して

いきます。
※当社は2028年度から適用予定

マテリアリティの見直しとその意味

2026年7月に、マテリアリティを見直し、公表しました。

改定の起点となったのは、投資家の皆様との対話から得た

示唆です。継続的な対話で強く受け止めたのは、単なる開

示の充実にとどまらない、「事業を通じてどのような社会

的価値を生み出すのか」というストーリーへの期待でした。

ROICやKPIとの連動、価値創造プロセスとの統合―こ

うした要請に応えるべく、特定プロセスを刷新し、社長イン

タビューや役員・グループ会社経営層へのアンケートを通

じて、経営の意思を色濃く反映させました。これは、「社会

の要請に応える」受動的な姿勢から、「事業を通じて社会に

価値を提供する」能動的な姿勢への転換でもあります。

導き出された6つのマテリアリティ―くらしとまち／

気候変動／資源・自然／人財／人権・労働／信頼・基盤―

と20の取組み課題は、企業理念とサステナビリティビ

ジョンを起点としています。「住んでいたい空間」「働いて

いたい場所」「大切にしたい風景」「信頼される組織風土」の

4つのテーマで構成する価値創造領域の中で、それぞれ具

体化されます。

新たなマテリアリティは、当社の成長ストーリーと整合

する領域に取組みを集中させる、経営判断の羅針盤として

の役割を担います。中でも当社らしさを最も体現するのが

「くらしとまち」です。住まい手の安全・安心、快適性、多様

性、コミュニティ形成といった多様な価値を、事業を通じ

て提供していきます。

なお、サステナビリティビジョンも、マテリアリティの

見直しを踏まえて、近い将来の見直しの是非を視野に入れ

ています。ステークホルダーとの対話から得た期待や課題

を経営戦略に落とし込み、その進捗を丁寧に発信していく

ことが、私自身の責務であると考えています。同時に、社員

一人ひとりが自らの業務とサステナビリティの接続点を見

出せる環境づくりも、推進担当役員としての重要な役割と

捉えています。

サステナビリティ行動計画の推進

6つのマテリアリティと20の取組み課題を実践する仕組

みとして、当社は「長谷工グループサステナビリティ行動

計画」を運用しています。同計画は、上述の4つの価値創造

領域を基本構成に、各領域で定めた「2037年（創業100周

年）ありたい姿」に向かう取組み項目と、その達成度を測る

KPIで構成されています。グループ全体の事業活動を組み

込み、年度ごとに見直しや改善を重ねながら、着実に実践

するとともに、その進捗の可視化を進めていきます。

住まいと暮らしの未来を切り拓くために

マンションをはじめとして当社がつくりあげる住まいや

建物は、お引き渡しの瞬間に完成するものではなく、数十

年にわたる人々の暮らしや利用を通じて、その価値が育ま

れていきます。長谷工グループが手掛ける事業は本質的に

長期の責任を伴うものであり、世代を超えて続く価値を生

み出すことが求められます。サステナビリティ経営は、こ

うした事業特性から自然に導かれる経営の在り方だと、私

は捉えています。

また、サステナビリティ経営の実効性は、当社単独で完

結するものではありません。設計・施工から販売・流通・管

理に至るまで、多数の協力会社や取引先の皆様とともに事

業を営む当社にとって、サプライチェーンを構成するパー

トナーとの対話と共創は不可欠です。グループ各社、そし

て地域・行政との連携を深めながら、業界全体の持続可能

性向上への貢献を視野に入れて取組みを進めていきます。

これもまた、当社が果たすべき責任の一つであると認識し

ています。

2027年2月、当社は創業90周年を迎えます。ブランド

メッセージ「思いを、はせる。」に込めたとおり、過去から現

在、そして未来に至るすべてのステークホルダーに思いを

巡らせ、対話を重ねながら、持続可能な未来をともに切り

拓いていきたいと思います。住まいと暮らしの未来に対し

て、社会から託された責任を真摯に受け止め、その責務を

果たし続けてまいります。

マテリアリティの見直しを通じて、
サステナビリティ経営の
「進化」と「深化」を
次の段階へ進めていきます
取締役執行役員
経営管理部門 サステナビリティ推進・
コーポレートコミュニケーション担当

吉村 直子

サステナビリティ推進担当役員メッセージ

サステナビリティ体系図
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基本的な考え方と目標・実績

長谷工グループは、企業理念「都市と⼈間の最適な生活環境を創造し、社会に貢献する。」の実現に向け、気候変動対応を重

要な経営課題と位置づけています。長谷工グループ気候変動対応方針「HASEKO ZERO-Emission」に則り、2050年カー

ボンニュートラルを目指しています。

取組み項目・KPI 目標数値 2025年度実績
温室効果ガス（CO2）排出量削減　�・Scope1+Scope2(2020年度比) 

・Scope2（t-CO2） 
・Scope3（2020年度比）

2030年度	 ▲42%
2026年度	 0
2030年度	 ▲13%

▲21.7％
5,666t-CO2

15.9％
再生可能エネルギー電力の導入（グループ会社・オフィス等含む） 2026年度	 100% 76.4％
H-BAコンクリートの採用件数 2030年度	 50%以上 14.3％
ZEH-M対応　�・グループ開発物件 

・グループ施工物件
毎年度	 100%
2030年度	 100%

87.5％
92.2％

KPI

達成に向けた取組み

長谷工グループは、上記方針に基づき、温室効果ガス（CO2）総排出量を指標として削減目標を設定し、

2030年目標についてSBT（Science Based Targets）認定を取得しました。削減目標の達成に向け、具

体的計画を定め進捗を図っています。

長谷工グループ CO2排出量削減計画（移行計画）に基づくロードマップ
2025年度まで 2030年度まで 2050年度まで

CO2削減目標(2020年度比) —
Scope1+2　▲42% Scope1+2　▲100%

Scope3　▲13% Scope3　▲37%

Scope1

2020年度実績
3.9万t-CO2
(Scope1・2の
64%)

建設現場 ・省エネの徹底
・低炭素燃料の導入推進
・電動フォークリフトの導入
　：2025年度末100%

・省エネの徹底継続
・低炭素燃料の本格導入
・電動重機の本格導入

・�CN※燃料・重機・工法等の活用推進 
(技術開発・実用化の状況に応じ)

オフィス等 ・ 省エネの徹底
・ハイブリッド車・EV車の一部導入

・省エネの徹底継続
・EV車の本格導入

・�CN※燃料・設備等の活用推進 
(技術開発・実用化の状況に応じ)

Scope2

2020年度実績
2.2万t-CO2
(Scope1・2の
36%)

建設現場 ・再エネ電力の導入拡大
　：長谷工コーポレーションは2023年5月に100%再エネ化
　：グループ各社は2025年3月に100%再エネ化

・�使用電力の100%再エネ化 
(2026年度以降、Scope2ゼロ)オフィス等 ・再エネ電力の導入拡大

　：�長谷工コーポレーションのオフィスは2022年度に100%
再エネ化

　：その他の施設も2026年度には100%再エネ化予定

Scope3

2020年度実績
550万t-CO2

建設資材等
(カテゴリ1)

・H-BAコンクリートの活用推進
・ 低炭素資材の調査・研究

・H-BAコンクリートの活用推進
　：�2030年度採用件数50%以上
・低炭素資材の活用推進

・ �CN※資材の活用推進 
(技術開発・実用化の状況に応じ)

建物の
使用段階
(カテゴリ11)

・自社グループ主体の開発マンション（分譲・賃貸)
　：ZEH-M Oriented標準化(2022年度設計着手分より)
・設計・施工案件におけるZEH-M化提案の強化

・新築マンションZEH-M Oriented化
　：�2030年度100%
・更なる環境性能向上に向けた調査・研究

・ 新築マンションのCN※化推進
・ �既築マンションのCN※改修の推進 

(技術開発・実用化の状況に応じ)

※CN：Carbon Neutral

自社排出削減の取組み

燃料の脱炭素化 建設現場における取組みScope1

施工段階で排出するCO2のうち、約90％が軽油利用に起因

することから、燃料使用量の削減に向け、工事車両などの電

力化やGTL燃料及びB5軽油の使用、廃食油活用システムな

どを推進しています。また、横浜市内の新築マンション建設

現場では、電動式ラフテレーンクレーンを導入しました。

電力の脱炭素化 電力の再生可能�
エネルギー化への取組み

Scope2

電力使用によるCO2排出量削減に向け、2026年度までに

オフィスなどで使用する電力の100％再生可能エネルギー化

を目指しています。なお、長谷工コーポレーションの建設現

場では2023年5月に、長谷工グループの建設現場では2025

年3月に、100％再生可能エネルギー化を実現しました。

サプライチェーン排出削減の取組み

カテゴリ1
低炭素建材の開発・採用

木造木質化などの� 
取組み

Scope3

上階4層を木造・RC造のハイブリッド構造とした賃貸

マンション「ブランシエスタ目黒中央町」は、木造化によ

り約603tのCO2を貯蔵し、「H-BAコンクリート」などの

採用によりRC造の同規模建築物と比較して約570tの

CO2排出量削減に成功しています。また、快適性と環境配

慮の両立を目指した取組みなどが評価され、2025年度

ウッドデザイン賞を受賞しました。

カテゴリ11
建物の低炭素化

ZEH-M（ゼッチ・�
マンション）の普及

Scope3

建物運用時のCO2排出量削減に向け、ZEH-Mの普及に

取り組んでいます。長谷工グループが主体となって開発す

る新築マンションのZEH化を推進し、設計着手するすべて

の分譲マンションならびに自社保有賃貸マンションにおい

てZEH-M Oriented基準を満たしたものとしています。

現場で採用した電動式ラフテレーンクレーン バイオマス発電採用作業所看板

Scope1＋2排出量実績及び削減目標 Scope3排出量実績及び削減目標

CO2排出量削減目標及び実績

39

22

34

18

52

8

46

5

42

6

▲42%

▲100%

■Scope1  ■Scope2  ■目標  　●　基準ライン

年度2020
(基準年)

2022 2023 2024 2025 2030 2050

(千t-CO2)

年度2020

5,496

2022 2023

5,629

2024

5,294

2025

5,686

2030

▲13%

2050

▲37%

6,370

(基準年)

(千t-CO2)
■Scope3  ■目標  　●　基準ライン

「H-BAコンクリート」使用量及びCO2排出量の削減効果
年度 使用量（㎥） CO2削減量（t-CO2）
2017 125 6.2
2020 25 1.1
2022 2,945 162.6
2023 2,361 140.8
2024 37,594 2,186.2
2025 80,147 4,087.5

計 123,197 6,584.4

マンション建設において、大量に使用する生コンクリート

に着目し、製造段階を含めたCO2排出量の削減に挑戦しま

した。施工時における排出量60%削減の扱いにくさが残る

特殊品ではなく、日常の現場で広く使える排出量20%削減

の汎用品を目指したのは、普及してこそ効果が積み上がると

考えたからです。前例がなく、認定取得や審査対応、生コン

クリート工場や建設現場との調整には苦労しましたが、地下

から地上まで従来と同じ工程で施工でき、「従来と変わらず

に使える」扱いやすさと環境性能を両立した環境配慮型コン

クリート（H-BAコンクリート）を開発しました。特別な準備

を要さず、生コンクリート工場で製造できる点も強みです。

今後も様々なプロジェクトを通じて持続可能な未来に貢献

していきます。

環境配慮型技術の開発にみる“長谷工流”の脱炭素FOCUS

開発に携わった4名

詳細はWebへ

サステナビリティ活動ブログ

気候変動
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https://www.haseko.co.jp/hc/sustainability/esg/environment/climate-action.html
https://www.haseko.co.jp/hc/sustainability/blog/h-ba.html
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株式情報（2026年3月31日現在）会社概要（2026年3月31日現在）

所有者別株式分布状況大株主（上位10名）

大株主 持株数（千株）持株比率（％）

いちごトラスト・ピーティーイー・リミ
テッド 52,933 19.67

日本マスタートラスト信託銀行（株）
（信託口） 31,908 11.86

（株）日本カストディ銀行(信託口) 28,678 10.66

（株）りそな銀行 12,609 4.68

長谷工グループ従業員持株会 12,086 4.49

住友不動産（株） 9,916 3.68

長谷工コーポレーション東京取引先持
株会 4,271 1.58

STATE STREET BANK AND 
TRUST COMPANY 505001 3,827 1.42

JP MORGAN CHASE BANK 
385781 3,622 1.34

BNYM AS AGT/CLTS 10 
PERCENT 2,726 1.01

※ 上記のほか、自己株式23,498千株があります。持株比率は発行済株式総数より自己
株式23,498千株を控除して計算しています。

株価・出来高　月別2年間

出典元：ストックウェザー (株)

社名 株式会社 長谷工コーポレーション

本社所在地 〒105-8507

東京都港区芝二丁目32番1号

TEL 03-3456-5451（総合案内）

創業 1937年2月11日

設立 1946年8月22日

資本金 575億円

従業員数 2,711人

主要営業種目 建設事業、不動産事業、

エンジニアリング事業

免許・許可番号 宅地建物取引業免許：
　国土交通大臣（17）第68号

特定建設業許可：
　国土交通大臣（特-7）第3792号

一級建築士事務所登録：
　東京都知事第27765号
　大阪府知事（チ）第12327号

不動産特定共同事業許可：
　金融庁長官・国土交通大臣第8号

第二種金融商品取引業登録：
　関東財務局長（金商）第1447号

主な加盟団体 （一社）日本経済団体連合会

（一社）日本建設業連合会

（一社）不動産協会

（一社）不動産流通経営協会

（一社）新都市ハウジング協会

（一社）マンションリフォーム推進協議会

（一社）第二種金融商品取引業協会

証券コード 1808

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場

上場日 1961年10月

1単元の株式数 100株

発行可能株式総数 420,000,000株

発行済株式総数 292,479,897株

株主数 56,480人

決算期 3月31日

株主名簿管理人
(兼 特別口座管理機関)

三菱UFJ信託銀行（株）
東京都千代田区丸の内1丁目4番5号

（〒100-0005）

同事務取扱場所 三菱UFJ信託銀行（株）　証券代行部
東京都千代田区丸の内1丁目4番5号

（〒100-0005）

主要グループ会社 建設関連事業
不二建設（株）

（株）ハセック

（株）長谷工ファニシング

（株）長谷工リフォーム

（株）細田工務店

（株）長谷工ホーム

（株）ウッドフレンズ 

（株）フォレストノート 

（株）ランバーランド

不動産関連事業
（株）長谷工不動産ホールディングス

（株）長谷工不動産

総合地所（株）

（株）長谷工総合開発

（株）長谷工アーベスト

（株）長谷工リアルエステート

（株）長谷工インテック

管理運営事業
（株）長谷工アネシス

（株）長谷工管理ホールディングス

（株）長谷工コミュニティ

（株）長谷工コミュニティ九州

（株）長谷工コミュニティ沖縄

（株）長谷工ライブネット

（株）ジョイントプロパティ

（株）長谷工ビジネスプロクシー

（株）長谷工シニアウェルデザイン

（株）ふるさと

（株）長谷工システムズ（2026年4月（株）長谷工

リンクスに商号変更）

森林公園ゴルフ場運営（株）

海外事業
HASEKO America, Inc.

HASEKO(Hawaii), Inc.

HASEKO North America, Inc.

HASEKO UK LIMITED

支店等 長谷工コーポレーション 関西

長谷工コーポレーション 都市開発部門

長谷工コーポレーション 海外事業部門

長谷工コーポレーション 技術推進部門

長谷工コーポレーション 横浜支店

長谷工コーポレーション 名古屋支店

長谷工コーポレーション 京都支店

長谷工コーポレーション 九州・沖縄事業部

長谷工コーポレーション 岡山不動産営業部

長谷工コーポレーション 技術研究所

長谷工コーポレーション ベトナム駐在員事務所

※ 持株数の比率は少数単位以下第3位を切り捨てて表示しております。

28.30%

3.07%
5.73%

8.03%

16.78%

38.07%

30.28%

3.77%
5.64%

7.80%

2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

17.00%

35.48%

30.35%

3.47%
5.84%

7.70%

17.23%

35.38%

■金融機関　　■金融商品取引業者　■その他の法人
■外国法人等　■個人・その他　　　  ■自己名義株式

会社概要
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